
京京京 都都都 大大大 学学学 耐耐耐 震震震 化化化 推推推 進進進 方方方 針針針

平成１８年５月平成１８年５月

京京 都都 大大 学学



１

耐震化推進方針

耐震化を速やかに実施し、倒壊又は大破の危険性が極めて高い

と考えられる施設から、生命の安全確保を第一とした安全・安心
な環境を整備・拡充し、京都大学における事業継続（教育・研究・
医療等）に必要な機能を確保し、施設全体の再生及び財産の保護
を目指す。

耐震化を速やかに実施し、倒壊又は大破の危険性が極めて高い

と考えられる施設から、生命の安全確保を第一とした安全・安心
な環境を整備・拡充し、京都大学における事業継続（教育・研究・
医療等）に必要な機能を確保し、施設全体の再生及び財産の保護
を目指す。

方 針

現 状

現 状（平成１８年）

学生数（大学院生・学部生） 約 ２２,６００人
職員数 約 ５,２００人
医学部附属病院入院患者数 約３６５,０００延人／年

外来患者数 約５７２,０００延人／年
（※京都大学概要資料編 平成１７年度 より）

京都大学保有施設 約１１６万㎡
新耐震基準の施設 約 ５８万㎡ （５０％）

新耐震基準以前の施設 約 ５８万㎡ （５０％）
補強済み（見込み含む）施設 約 １５万㎡ （１３％）

未補強の施設 約 ２９．５万㎡ （２５％）
未診断の施設 約 １３．５万㎡ （１２％）

現 状（平成１８年）

学生数（大学院生・学部生） 約 ２２,６００人
職員数 約 ５,２００人
医学部附属病院入院患者数 約３６５,０００延人／年

外来患者数 約５７２,０００延人／年
（※京都大学概要資料編 平成１７年度 より）

京都大学保有施設 約１１６万㎡
新耐震基準の施設 約 ５８万㎡ （５０％）

新耐震基準以前の施設 約 ５８万㎡ （５０％）
補強済み（見込み含む）施設 約 １５万㎡ （１３％）

未補強の施設 約 ２９．５万㎡ （２５％）
未診断の施設 約 １３．５万㎡ （１２％）

京都大学京都大学

京都大学保有施設
約１１６万㎡新耐震基準の施設

約５８万㎡

補強済み(見込み含む)施設

約１５万㎡

未補強の施設
約２９．５万㎡

未診断の施設
約１３．５万㎡

達成目標

京都大学は、安全・安心な教育・研究・医療環境再生（耐震性能目標
Is値０．７以上、ＣＴ･ＳＤ値（ｑ値）０．３（１．０）以上）の早期実現を推進

し、建築物の耐震化完了を目指して、計画的に環境整備を推進する。

○「知の拠点－今後の国立大学等施設整備の在り方について」
（平成１８年３月今後の国立大学等施設の整備充実に関する調査研究協力者会議）

・平成１７年１１月７日の建築物の耐震改修の促進に関する法律の一部改正
により、住宅及び学校や病院等多数の者が利用する建築物の耐震化率を
平成２７年までに少なくとも９割にすることが目標とされる。

近年、新潟県中越地震、福岡県西方沖地震など大規模地震が頻発
どこで地震が発生してもおかしくない状況

東海地震・東南海・南海地震、首都直下地震等の発生の切迫性
いつ地震が発生してもおかしくない状況

東海・東南海・南海地震及び首都直下地震
の死者等を１０年後に半減

住宅及び特定建築物の
耐震化率の目標 約７５％→９割

地震防災推進会議の提言中央防災会議「地震防災戦略」

京
都
大
学
全
施
設
の
耐
震
化
率（平成１８年）

６３ ％
（平成２２年）
９３ ％

（平成２７年）
９８ ％

耐震化整備の継続
（１００％）

耐震化整備の向上耐震化整備の向上
約７３万㎡（６３％約７３万㎡（６３％））

約４３万㎡（３７％約４３万㎡（３７％））

国の耐震化施策

耐震性能を満耐震性能を満
たした施設たした施設
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経 緯

学校施設は、地震発生時において学生・教職員等の生命身体の安全を守る
ことはもとより、地域住民の一時的な避難場所ともなることから、その耐震性の向
上を積極的に図っていくことは重要なことである。
これまで、地震国である我が国では、大地震による建物崩壊によって人命が

損なわれないように、建物の安全基準が改定されてきた。
近年、兵庫県南部地震（１９９５年１月）により極めて多数の人命（約６３００名）

が損なわれ、各研究者・技術者団体等により原因究明のための調査分析研究
がなされた。
我が京都大学としても、専門部会において対応策が検討され、地震発生時に

被害を最小限にとどめるためのパンフレットの作成、また、プロトタイプ建物とし
て、規模も大きく、かつ地震時の２次災害の可能性が高い建物を選定し、耐震
診断が実施されるなど、安全・安心な教育・研究・医療環境を構築するための
努力を行ってきた。また、花折断層を震源とする地震が発生した場合に吉田地
区に発生する地震動について調査研究した報告書（平成１１年３月）も作成され
ている。
今後、より一層京都大学としても、安全・安心な教育・研究・医療環境の再生

を目指した耐震化を着実かつ迅速に進めていく必要がある。

○１９４８年（昭和２３年） 福井地震
・１９５１年（昭和２６年） 旧耐震基準

○１９６８年（昭和４３年） 十勝沖地震
・１９７１年（昭和４６年） 旧耐震基準の改善

○１９７８年（昭和５３年） 宮城県沖地震
・１９８１年（昭和５６年） 新耐震基準の採用

○１９９５年（平成 ７年） 兵庫県南部地震
・１９９５年（平成 ７年） 建築物の耐震改修の促進に関する法律
・２００３年（平成１５年） 学校施設耐震化推進指針

法的背景
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昭和 平成

文教予算の推移

京都大学の対応

○「京都大学における地震対策について（報告）－地震発生時の緊急対策項目を中心に－」
（平成８年３月 地震対策に関するワーキンググループ 座長 西川禕一）

○「活断層による京都大学構内の地震動予測に関する調査研究 報告書」
（平成１１年３月 調査研究委員会 代表者 渡邉史夫）

○「京都大学宇治地区における地震時の緊急対策ガイド」
（平成１７年１２月 京都大学防災研究所 京都大学宇治事業場衛生委員会）
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現状評価

京都大学に影響のある地震及び活断層

吉田キャンパス

震度６弱 5.6 %

震度５弱 81.5 %

宇治キャンパス

震度６弱 21.8 %

震度５弱 93.3 %

桂キャンパス

震度６弱 14.8 %

震度５弱 91.9 %

今後３０年間に、震度６弱以上の揺れに見舞われる確率図

※（独）防災科学技術研究所地震ハザードステーションより引用

宇治キャンパス

吉田キャンパス

桂キャンパス

想定東南海地震想定東南海地震
震源域震源域

想定南海地震想定南海地震
震源域震源域

下図の範囲

※京都大学宇治地区における地震時の緊急対策ガイドより
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個別評価

京都大学緊急度ランク判定表

①－１
57,376㎡

①－２
47,498㎡

①－３
54,419㎡

②
56,356㎡

③
16,490㎡

④
24,450㎡

7,755㎡

⑥
⑤

13,600㎡

木造・保存建物
・原子炉を除く
Is＜０．７の建物

277,944㎡

緊急度ランク別比較表

未補強の施設
未診断の施設

木造建物
保存建物
原子炉施設

一般建物

個別対応
Is値

CT・SD値
による検討

学校施設
耐震化推
進指針の
緊急度ラ
ンク※

診断結果にもとづいた総合的な緊急度判定

○緊急度ランクに従った耐震化対応順序

○最適の手法に従った耐震化の実施
移転
建替え
機能改修
耐震補強

○Ｈ２２年度までに生命の安全・安心の確保の実現

フローチャート

Is値－CT・SD分布図　（木造・保存建物・原子炉を除く　Is<0.7の建物）
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②56,356㎡②56,356㎡

③16,490㎡③16,490㎡

④24,450㎡④24,450㎡

⑤13,600㎡⑤13,600㎡

⑥7,755㎡⑥7,755㎡

（平成１８年３月現在）
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①－１
57,376㎡
①－１

57,376㎡

①－２
47,498㎡
①－２

47,498㎡

①－３
54,419㎡
①－３

54,419㎡

①

277,944
㎡

277,944
㎡

※「学校施設耐震化推進指針」（平成１５
年７月１４日15文科施第146号文教施設
部長通知)もとづくランク付け

・Is値：
建物の強度とねばり強さに建物形

状や経年等を考慮して算定される構
造耐震指標。
・CT・SD、ｑ：
保有水平耐力に係る指標。

※学校施設については、法律及び指針によるほか、官庁施設の
総合耐震計画基準（国土交通省）の規定に基づき、さらに耐震性
能の割り増しを行いIs値０．７以上を確保することとしている。

※保有水平耐力
地震が発生したとき建物が壊れないように耐える力。

※Is値は値が高いほど耐震性がある。②①-1緊急度
ランク

①-2 ①-3 ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

高 低 無

地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊す
る危険性が低い。

Isが０．６以上の場合で、かつ、ｑが１．０

以上の場合
（３）

地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊す
る危険性がある。

（１）及び（３）以外の場合（２）

地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊す
る危険性が高い。

Isが０．３未満の場合又はｑが０．５未満

の場合
（１）

構造耐力上主要な部分の地震に対する安全性構造耐震指標及び保有水平耐力に係る指標
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・生命の安全確保

・事業継続の確保

・大学財産の保護

大学施設としての特性

アクション
① 平成１８年中に、耐震診断未実施建物（日常的に使用されて

いない倉庫等は除く）の診断を完了する。
② 大学施設としての特性を考慮し、第２次国立大学等施設

緊急整備５か年計画（Ｈ１８～２２年度）内に生命の安全確保
を優先した整備の実現

③ 平成２７年度までには事業継続の確保を含めた耐震化整備
の完了を目標とする。

④ 長期的には、２１世紀前半に発生が確実視される東南海・南
海地震を無被害で乗り切ることを目指して、京都大学は全施
設の耐震性能の向上を継続する。

⑤ 総合的な耐震診断結果に基づいた、緊急度判定方法により
ランク付けを行い、緊急度ランクの高い施設から順次耐震化
を進めることを提言する。

アクション
① 平成１８年中に、耐震診断未実施建物（日常的に使用されて

いない倉庫等は除く）の診断を完了する。
② 大学施設としての特性を考慮し、第２次国立大学等施設

緊急整備５か年計画（Ｈ１８～２２年度）内に生命の安全確保
を優先した整備の実現

③ 平成２７年度までには事業継続の確保を含めた耐震化整備
の完了を目標とする。

④ 長期的には、２１世紀前半に発生が確実視される東南海・南
海地震を無被害で乗り切ることを目指して、京都大学は全施
設の耐震性能の向上を継続する。

⑤ 総合的な耐震診断結果に基づいた、緊急度判定方法により
ランク付けを行い、緊急度ランクの高い施設から順次耐震化
を進めることを提言する。

ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ

・学生・教職員の生命
・施設利用者（病院・博物館等）の生命

・人材養成機能を重視した基盤的施設の整備
・卓越した研究拠点の整備
・医療の専門化、高度化への対応等、一層社会
に貢献できる病院としての再生

・文化財的価値のある施設
・国宝級の文化財

登録有形文化財
漢字情報研究センター

国宝
今昔物語（鈴鹿家旧蔵）

学生、患者、教職員の生命を守り安心で安全な
環境を確保

歴史的価値のある有形文化財の保護

授業や研究活動、病院機能の確保等、
大学機能の確保

２００６年(H18)

○
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海
地
震
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２０１０年(H22) ２０１５年(H27)

第２次緊急整備５か年計画第２次緊急整備５か年計画 次期５か年計画次期５か年計画

京都大学耐震化の継続京都大学耐震化の継続

着実な施設整備の継続着実な施設整備の継続

京都大学耐震化率
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生命の安全確保生命の安全確保

事業継続の確保事業継続の確保

大学財産の保護大学財産の保護

１００１００ %%

生命の安全確保

大学財産の保護 事業継続の確保
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耐震化推進方針

（検討課題）

１．耐震性能の低い建物が耐震化されるまでの当面の安全確保対策
２．予防対策（書棚等の転倒防止、重量機器の配置等）
３．避難対策（避難経路の確保、収容施設、避難場所等）
４．地震発生後の防災対策本部組織の確立
５．地震発生時の連絡体制の確立
６．地震発生時の対応訓練の実施
７．地震発生後の業務再開・復旧体制の確立

（検討課題）

１．耐震性能の低い建物が耐震化されるまでの当面の安全確保対策
２．予防対策（書棚等の転倒防止、重量機器の配置等）
３．避難対策（避難経路の確保、収容施設、避難場所等）
４．地震発生後の防災対策本部組織の確立
５．地震発生時の連絡体制の確立
６．地震発生時の対応訓練の実施
７．地震発生後の業務再開・復旧体制の確立

６

今後の検討課題

○ 内陸直下型地震が発生した場合には、新耐震基準に適合している建物であっても、無被害
であるとは限らないので、全施設の地震防災対策が必要である。

○ 地震発生の予測は難しいので、本学の施設で耐震診断の結果、耐震改修が必要な施設約
２９．５万㎡（未診断建物約１３．５万㎡は除く）については、安全・安心な環境を確保するた
めに早急な対応が必要である。

○ 耐震化整備完了までには、ある程度の期間を必要とするので、地震災害に対する当面の備
えが必要になる。

したがって、下記に示す事項について、今後の検討が必要である。

○平成１８年中に耐震診断を行う施設についても、診断結果を踏まえて修正が必要
であり、今後の検討課題となる。
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耐震性能周知方針

周知の適用範囲

○京都大学関係者

学生・教職員・施設利用者（病院・博物館等）

○京都大学の運営に係わる関係機関の関係者

生協・ローソン・ドトール等

○地域住民、マスコミ等

周知内容

各構内ごとに建物の耐震性能が判るように色分けされた
耐震性能マップ

耐震性能周知の必要性

京都大学は学生・教職員等が多くの時間を過ごす教育・
研究・医療の場であり、地震時においても安全 ・ 安心な

環境が必要である。また、学校等の公共施設は、災害発
生時における地域住民等の応急的な避難場所としての利
用や、防災拠点としての機能が付加されたりするなど、地
震防災及び被災後の対応においても重要な役割を果たす
ことが求められている。
したがって、大学施設の特性を考えて耐震性能を周知

することで、学生・教職員等の地震防災に対する関心度を
高め、防災活動を推進し、地域を含めた防災力を向上す
る事が、安全で安心な環境を創り出していくために不可欠
である。

周知方法

○ 京都大学ホームページ

○ パンフレット

○ 表示板




